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資産の所有構造とインプレーションの

階級別影響

一一日銀「金融資産負債残高表」と経企庁
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はじめに

大橋隆憲教授は，社会階級研究を階級構成論から階級構造論へと展開させる

ζ との重要性を指摘しておられる九 階級構造研究において 1高度成長J0) 

帰結であったインフレ-'./"51:/が各階級にし、かなる影響を及ぼしたかの検討は

最も重要な課題白一つであろう。ずンフレーションの階級別影響は，最近，階

層別物価指数〈生計費指数〉の算定の試み等で行われているが，本稿では，イ γ

プレーシ 3:/の影響が各階級の資産所有の相異によっていかに異るかを検討す

る。

さらに，本稿はこの検討を通じて，今日経済統計の中心的位置を占めつつあ

る国民経済計算の)環である資金循環勘定，国民貸借対照表の検討と利用の前

進を意図するものである。

I 金融資産負債の階級別所有関係

1 資金循環勘定の階紐~IJ再分割

本節ではまず金融面に限った資産負債の，今日における階級別所有関係を概

1) 大橋隆憲「日本の階級構成」昭和初年， 77ベ ジ。
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観す与。 そのために国民経済計算の金融面での勘定休系である資金循環勘定2)

(日本銀行作成〕のうち金融資産負債残高表の階級別部門再分割を行なう。

資令循環勘定 TheFlow of Funds Accountsは，金融機関・政府・法人企

業・個人などの経済主体のすべてにわたる，いろいろな形での金融取引・資金

の流れを，集計量として勘定形式で記帳した統計表であって，ストック表であ

る金融資産負債残高表とフロー表である金融取引表からなっている。 1952年ア

メリカのコープランド M.A. Copelandによって創始されたこの表3)は1959年

連邦準備制度理事会によって改訂心を加えられ今日の形式に発展してきた。改

定の主要な点は国民所得勘定との接合であって，経済内部における投資超過

(I>S)部門と貯蓄超過 (S>I)部門聞の金融取引の様態がより明瞭に考察で

きるようになった九政府当局による資金循環勘定作成の目的は， 種々の金融

分析とともに，このような経済成長過程のマクロ的分析にある。

本節の課題に即してみたよの資金循環勘定〔残高表〕の利用の意義は，それが

個々の経済主体の，個々の金融取引ではなし社会全体のさまさまな金融取引

を包括的に集計量として記帳している点であり，また各部門の他部門との債権

債務額を明確に示す勘定形式で表示されている点である。他方その限界は3 経

済部門が例えば法人企業，個人というように近代経済学の主要な経済主体D類

型で分割されており，我々の知りたし、社会階級の金融取引，その結果としての

金融資産負債の発生・所有の階級的な関係がわからない点である。

これまで，資金循環勘定の部門を再分割して経済分析を行なおうと試みた研

究はすでにいくつか存在している。その最初のものは，国民金融公庫調査部に

2) 臼本銀iTr調査月報」に掲載。
3) M. A. Copeland， A品u<!シolM田 1eyFl町田悶 theUnited st叫 :es，1952 
4) Board of Governors of the Fed町 alReserve Sysú~m， Flow-of-Funds System of Natio 
nal Accounts， 1939-1953， 1955; _A P.問 sentat附 ，0/、Flow-of-Funds.Savings and 

1m;ι."ηwnt， 1959 
5) 貯蓄を S.投資を正金融資産の純増を 4A，金融負置の純増を 4Lとすれば，投資超過部

門は l-S=L1L-L1A，貯蓄超過部門は S-l=L1A-J1Lが官立L 経済全体で L1A=L1L J=S 

が成立するという理論がそれである。
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よる『中小企業とマネ フロ 分析』とその結果を発表した論文「マネ フロ

ー分析と中小企業部門J"である。表の形式は当時経済企画庁が作成していた国

民貸借対照表と金融連関表にならっているが，部門分割の点で，個人部門から

個人企業を分離して中小企業とし，大企業との対比をうかびあがらせているー

更に個人部門の残りを消費者・農家に分けている。第2は作成者である日本銀

行調査局白身の手になる唯一の再分割である「マネーフローからみた景気循環

と企業一昭和31年から34年上半期までのマネーフロ 表の法人企業部門の分割

作業にもとづいてJ"およびその分割作業の方法を示した「マネーフロー法人企

業部門の規模別・業種別分割作業についてJ"である。その成果は大企業・中小

企業という法人部門の再分割だけではなく，法人企業を 5つの業種別に分割し

ていること，四半期別再分割表を作成していることであり P 分析結果には景気

の一巡過程における大企業と中小企業の金融的対応の相異があらわれている。

第 3は当時経済企画庁におられた今永伸二・石井康裕両氏の手による「マネー

フロー分析における個人部門の再分割についてPであり，個人部門として一括

されている個人企業の活動とその他町家計活動の分離を試みたものである。残

念ながらその分割万法については明らかにされていないので知りえない。最後

に最近のものとして， 日本産業構造研究所が通産省より委託されておこなった

研究成果である『規模別マネー・フロー表の作成方法に関する調査研究』お上

び『規模別マネ フロー表に関する研究」がある。これは研究の目的を「い

わゆる二重構造の金融面に対して.マ不一・フロ のt場から接近しようとす

る」と明確に定めている。新しい成果として四半期金融取引表で法人企業を規

棋別に 4つに再分割Lていること。規模別金融資産負債残高表を作成している

こんその中で貸出金・借入金の項目を金融機関の種類別に分割し，どの金融

機関がどの規模の企業にどれだけ資金を貸出しているかがわかるようにしたこ

6) 園民金融公庫調査課「調査月報J1959年9月号.

7)， 8) 日銀「調査月報J1959年12月号@

的経済企画庁「経済分析」第1号。
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第 1表社会階級 別 金 融 資 産

金

合 dt 日本銀行 市中金融檀聞計 銀 f戸I 中小企業

賢産 負債 膏産 負憤 買産 負慣 資産 員置 賓産

A現金預金 '，4田 651，135 59，053 13，359， 597，038 10，549 380，17 10，705 

B信 託 64，31 54，316 1，0偶 632 

C保 験 70.周 1 70，561 

D有価証券 158，685 85，986 21，505 11 137，18( 85，咽5 69，745 56，873 14，894 

E日銀貸出金 24，292 24，292 24，292: 24，292 22，877 

Fコ Fレ 656 656 8，628 18，458 5，76i1 

G貸出金・借入金 729，146 729，146 411，1313 4，971 154，399， 

E証券会社貸付金

I企業慣用

J出 買 金 4，067 4，師7

dそ 自 地

e差 額

f合 百十 920.526 920，526 59，054 59，05 41 879，68a 879冒685 501.666 501-.666 187，998 

k社内預金賀付

政 府(続 き〕
公方社公公共団団ー地体

貴金運用部 政府金融機関 政府般部 合計 a

賢産 負債 費産 負債 資産i負 債 資 産 | 負 債 資産|

A現金預金 972 77，728 179 248，354 

B信 託

2，J 45'7.J :::1 71，12 

13，221 

C保障 24，95b 

D有価証券 43，392 746 8，553 41 40，875 

E日銀貸出金

Fコー ル 656 

G貸出金・借入金 124，173 81，765 60，143 8121 5.569~ I 6し319

HliE券会社貸付金 4，352 

I企業信用 517，646 

J出 資 金 11，868 14，772 1，092 3，736 1，815 

dそ の 他 65，853 2，126， 68，988 1，092 6，聞2

e差 桓 36，641 -1l4，038 

f合 計 168，537 168，537 82，690 82，690 91，296 91，29 61 22，141 22，141 832，921 

h社内預金・置付

備 考|

第 1費目作成万法と数値目時味
金融・政府 公社公団地方公共団体一一日銀「賢金循環勘定J残高衰の数値。ただしA現金預金

については，同表の取引項目のA通貨+E政府当座預金+F貯蓄性預金。
法人企業一一各取引項目とも大蔵省『法人企業統計年報』昭和45年度の数値.ただし作成衰のD



資産の所有構造とインフレーショ Y の陪級別事響 (227) 91 

負債残高表(昭和45年 度 末 単 位憧円〉

融 政 府

金融I機関農林水産金融構関 保 時 信 託 合 計 外国為替賢金

負 揖 賓産 負慣 賢産 負債 費産 負債 賢産 負債 賓産 負置

164，463 2，355 66，182; 2，817 7 5，'四 81，01 

275 1価 56，335 

12，422 58，139 24，95 
9，186 18.2活8 5，667 17.054 641 14.16.3 13，579 46，51 60.834 6，482 

" '6 
4 2，829 1，014 

523187796 G 
1<5 66凹5 43ρ66 141，038， 

2，236: 1，828 3 2，904 

7，491 6，48 

36，641 
187，99日 90.964 90，964 70，836 70，836 203，446 203，446 6，48:雪 6，482 

法 人 企 業

〔日銀表)合計b(作成表)大企業(10憶以上〕中企業 (0，5......10瞳 小企業 10s憧以下 蓋額(a-b) 

負債 貰産 負憤 賢産 負置 貴産 負置 資産 負置 賢産 負憤

209，301 74，134 46，929 88，238 39.003 

123，063 
(他含〕9B5，5，5J 7 

138，006 
(他含〉6B55，8I 3 

94，701 
〈他含〕1B5J，86I 0 

19ρ，" 
他〔含〉1B4，1.1J 5 

24，2.91 -54凪 2 -14，943 

656 

624，966 511，378 248，631 10'周 0 158，689 11.9，588 

461 4，532 481 

405，8ゅo418，361 457，3<l4 192，201 164，891 82，658 98，863 143，502 193，550 99，285 -51，田4

6白846 1，815 6，846 

6，曲2

328，2:35 -383，469 176，305 -76，549 130，615 55，234 

832，921 
臼12曲3田2，3町ug|l 331918331，918 

245，8551 245，855 109，702 109，702 

874.，6四社 1，185社(0.1%) 12，877社【1.5~も〉且60，1臼O社世田4%)

有価証券に計上した額は『法人企業統計年報~ <D ，:投資」に相当する数値であって， ，投資有
価証券・出資金関係会社有価証非長期貸付金・設費不動産等」を含んでおり，有価証券以
外のも四も含んでいる。また「資金循環勘定」残高表旧株式は額面.:， ，法人企業統音博報」
は簿価で評価されていることに注意を要する.
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第 1表つづき

個

個人企業 個人業主性格 農漁民日

賢産負債費産負債
賓28，1産田|!負債

資産負世 賢産

A現金預金 448，1891 1 368，6曲 53，750 61，715 

B信 託 40，618 29，735 3，856 928 

C保 険 95，517 91，284 20，911 8，174 

D右師評券 99，817 65，957 9，506 3s4 

E臼輯貸出金

Fヨ ル

G貸出金・借入金 183，899 97，279: 22，94 18，187 

H証券会社貸付金 3，671 

I企業信用 111，846 8，441 17，063 19，72 844' 1，07 

J出 賢 金 8，838 

dそ の 他 12，269 

e差 額 405，632 449，856 2，50 68，992 

f合 言十 705，248 705，248 55日5，576 555，576 45，168 45，16 88，023 88，023 75，83 

k社内預金貸付 2，066 183 

備 考 3，457，129企業 4，363，795世帯 3，644，445 

個人企業一一世理府『個人企業経背調査年報』昭和45年度末1企業当たり宮業上の資産負憤額κ
総理府『事業所統計調査』昭和44年個人企業数。

ただし前者は製造業，卸小売業，サ ピス業の 3業種しか調査していないのでj 不動産業は
卸小売業四，他の業種は製造業。数値を代用した。

また個人令業世帯の各世情と重檀があるのではないかとL、う問題がある。これまでの研明で
指摘されているとおり，現実に被調査書によって営業用と家計用との明確な区分が行なわれて
いない等の問題もあるが， W個人企業経済調査』が「営業と家計に共通のものについては，営
業分のみを計上J (同調査概要)していることに従わざるをえない。

個人企業主世帯一一総理府『貯蓄動向調査』昭和45年末，第6表世帯主職業別貯蓄負債のうち個
人営業者世帯の数値x総理府「国勢調査J昭和45年l止帯の桂宵構成のうら非農林融業業主世帯数与

ただし，前者の数値は『国勢調査』でいう非農林踊業業主世帯のうち，弁護士・開業医・僧
侶などの世帯の数値セ含んでいないので，これらを含んでい毛『貯蓄動向調査』の自由業者欄
の数値と，向調査集計世帯数により加重平均した4のである。

また手持現."については，総理府『家計調査月報』昭和46年 3月末時点での勤労者世帯暫月
繰越金〔これを勤労者世帯白手持現金とした)をもとに.各世帯摘費支出額に応じて推計した.
こ白方式は，法人経営者世帯についても同じである。

農漁民世帯一一農林省 F農家経済調査』昭和45年第9表農家1世帯当たり四現金預貯金および借
入金の各該当数値×総理府『国勢調査』同農林漁業主世帯数。
ただし曲者は信託と有価証芽の区分が明確でないり0，経済企画庁 r消費と貯蓄P動向』昭

和岨年2月調査申貯蓄保有状況の農家の項の数値など参考にした。
また『国勢調査』によるこの農漁民世帯数は世帯主の主な職業で規定されており，耕地面積

で規定する『農家経済調査』や「畳林センサス』でいう農家数と相違していることは計算値を
限界つけている.

労働者世帯 以下， (1)十(2)+(3)による。
(1) r貯蓄動向調査』世帯主職業別貯蓄負債額のうち勤弾者世帯平均額x(W国勢調査』向上雇
用者世帯数 『国勢調査』世帯の社会経済分類のうち法人 団体投員世帯数)

(，) r貯蓄動向調査』無業昔世帯の数値x(W国勢調査』世帯の経済構成田うち非就業者世帯数
十分額不能世帯誼〕

(3( 経済企画庁『独身勤労者の消費生活』昭和46年 3月，果 寄宿舎 アバートに住んでいる
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(単位億円〕

人
総 Aロ 吾画十』

世負檀帯I労働者世帯 法人桂営者世帯 民間非首利団体 差額(c-d)

賢産負置賢産負慣賢産負慣賓産負慣 賢産負置

126，226 26.372 72，432 79，589 728，268 728.268 

22，299 2，652 10，883 54.316 54，316 

53，675 8，524 4.233 95，517 95，517 

30，712 20，349' 1，44. 33.86C 346，738 346，738 

24，292 24，292 

656 656 

12，096 15.239 7，UO 21，705 86，620: 870，184 870，184' 

3，871 4，352 4，352 

2，198 3，733 s5 517，646 517，646 

民"目 14，649 14，649. 

12，269 27，664 27，664 

61，545 213，940 50，702 52，171 -44，2241 

75，838 232，912 232，912 57，897 57，897 149，672 149.672 2，684，282 2，684，282 

15，167 12，692 698 924 15.865 15，86 

世帯 21，4即日世稽| 醐，16C世帯 | 

独身勤労者の貯蓄惜入金額等x~国勢調査』準世帯総数のうち学校寮にいる学生敢などをひ
いたも白

法人経営者世帯 『貯蓄動向調査』同法人経営者世帯の数値X(l)の法人 団体役員世帯数。
民間非営利団体一一経済企画庁『民間非営利団体等消費投賢調査』唱和45年度による。この調

査の民間非営利団体の総利子収入自なかから農業協同組合分を引き，残酷の50%を5%の平均
定期預金利子で， 50%を2，5同の普通預金利子で割り，預金額を推定した。 また有価証券保有
額は配当利子以入から農協分を引き， 10%の利子串で賢本還兄し，借入金額は借入金利子支払
額から農協分をひいた額を当時平均借入金利 8%で割って推定した。
口盟書と作成表との主額について

法人企業部門合計一一日銀調査局『資金循環勘定について その作成方法と見方一一~ (昭和45
年)ピおいて 円眼葺の基礎k なる瞳行の業璃統計(~経情統計月報』等〉の「信額度が概し
て高し、」と Lた上で， ~法人企業統計』の， (1)年間中の新設法人の動きがとらえられない， {2) 

小企業報告の信額度の低さ， (3)報告企業が業績の良いものに傾る，等の問題点を指摘している
(79へージλ

個人部門合計一一作成衰の方式で，各階艇の計算値の上に述べた点¢他に気づ〈ことは， (1)集計
もれの世情，企業，団体が多くあるとは思われない， (2)信頼性申相対的に低いと思われる民間
非営利団体的推計値も，日銀表と申差額をうめるほどの大きさになるとは思われない〔法人企
業と比べても)， (3)貯蓄残高や世帯数t 昭和岨年 3月末の日晶表調査時点と各統計四調査時
点が相違しているものがあるが，期間推計や『経済統計月報』でたしかめても個人部門の差を
うめるほどのもD でもないa

差額発生の根拠は，日銀表。方にもし問題がないとすれば，作成表D以上指摘した問題点の他
に各統計調査申もつ階級性等があげられるであろう。しかし金融機関からとらえた日銀衰の数値
に対し，家計ー企業から積み上げていった作成衰の数値も，それなりの意味をもっていると思わ
れる。差額尭生の根拠については今後とも検討し亡ゆきたい。

なおこの作成費り方式につい Cは，桂皆統計研究会第17四時会(1973年7月)で報告された泉
弘志氏「賢金循環勘定の階級別組みかえについて」をもとにLている.また『国勢調査』におけ
る世帯。経済構成区分を階紐別にくみかえる方式については，拙稿「世帯を単位とする階額構成
衰の試算j(経済統計研究会関四支部「社会科学と統計 No.5，1974. 12)を宰照されたい。
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となどがあげられる。また政府部門については林栄夫氏が政府部門内・対民間

の貸借関係を明示する政府部門を中心にした一種の金融連関表を作成しておら

オ1る問。

本節で行なう資金循環勘定の部門再分割は社会階級を取引主体として考える

ものである。資金循環勘定の部門分割の基準が制度的基準であり，その根拠が

「金融取引の意志決定をなす主体は， 制度的単位であって機能的単位ではな

いJl1)とするならば， 政府企業の活動を政府部門に， 個人業主の企業活動を個

人に含めている資金循環勘定の，法人と個人の階級別再分割は「異質な分類J12l

ではなくて制度的分割の延長線上に位置づけられるべきものであろう。

その階級別再分割表と作成方法，数値の吟味については第 1表とその注に示

すとおりである。作成方法上の特徴は，従来の再分割が日銀表に即して金融機

関から迫っているのに対L 企業や家計をとらえた統討をつみ上げている点で

ある。なお金融資産負債，資金ということばで概括しているもののたちいった

分析は今後の諜題に残した。

z 今日における金融資産負債の階級別所有関係

(1) 法人企巣部門

資産，負債額の規模別内訳を作成表り数値で示せば以下。とおりである。 λ

企業〈資本金10億円以上〕は資産33兆円，負債51兆円で18兆円の負債超過。中企

業〈資本金5000万円以上10億円未満〕は資産15兆円，負債22兆円で 7兆円の負債超

過。小企業(資本金5000万円以下〉は資産25兆円，負債38兆円で13兆円の負債超

i過である。

法人企業部門として日銀表で一括されていた欄を企業規模別に再分割して明

らかになる重要な点は次の諸点である。①企業数で全法人企業数の 0.1%を占

める約1.∞0あまりの大企業が， 法人企業全体の資産の約46%. 負債の約46%

10) 林栄夫「財政論J筑摩書房，経済学全集18。
11) 小泉明編著「マネ フロ J137ペシ.

12) 向上.135ベージ。
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とその半分近い額を保有していることである。これに対して企業数では全体の

98.4%を占める約86万の小企業は資産負債とも全体の 3分の 1を保有している

にすぎない。資産，負債tも大企業の集中力がうかがい知れる。②ζの内容を

資産負債の形態別に， より詳細に斗るならば， 法人企業全体の有価証券保有

(資産〉額に占める大企業，中企業，小企業の割合は，それぞれ68.6%. 16.6%. 

14.8%である。またその発行(負債〕額についてはそれぞれ68.6%. 13.8%. 17.6 

%である。大企業の株式保有をつうじた企業支配力，株式発行をつうじた資本

動員力の強大さの一端を表現している。①更に法人企業全体の現金預金額に占

める大企業， 中企業， 小企業の割合は， それぞれ35.4%.22.4%. 42.2%であ

るのに対し，借入金全体に占めるそれぞれの企業の割合は. 48.6%. 20.3%. 

31.0%となっている。各企業の現金預金に比べた借入金の比率を言算Lてみる

と，それぞれ3.4倍.2.2倍. 1.8倍となる。 これらの数値がものがたっているこ

とは，大企業の格段の借入条件の優位性である。

こうして，法人部門全体として他部門から作成表では38兆円，日銀表では33

兆円にのぼる額を借り℃いることになるが， その約半分近くは数で 0.1%しか

占めていない大企業のものであることは，他部門との関係で特に重要な意味を

もってし、る。

(2) 個人部門

日銀表で主要な資産超過部門，資金の貸し手と表わされている個人部門のな

かを作成表で階級，階層別にみるとどうであろうか。個人企業は資産4.5兆円，

負債4.2兆円で0.3兆円の資産超過。個人業主世帯は資産8.8兆円，負債1.9兆円で

6.9兆円の資産超過コ農漁民世帯は資産7.6兆円，負債1.4兆円で6.2兆円の資産超

過③労働者世帯は資産23.3兆円， 負債1.8兆円で21.4兆円の資産超過。法人経営

者世帯は資産5.8兆円， 負債0.7兆円で5.1兆円の資産超過。民間非営利団体は資

産7.4兆円，負債2.2兆円で5.2兆円の資産超過となづている。

個人部門を再分割することによって明らかになる ζ とは.Ci:固人部門と Lて

一括されているどの階級をみても，資産超過を示していること。②特に作成表
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の個人資産超過額合計に占める労働者世帯の資産超過額が 47.6%とその半分近

〈であることロ③各世帯について現金預金に対する借入金の比ほ小さいもので

あり，法人企業，特に大企業などの比と対照をなしていること。④階級によっ

て，令融資産保有形態がかなりちがうこと，例えば法人経営者世帯では有価証

券の保有率がかなり高<.逆に農漁民世帯では現金預金が， 自営業世帯では生

命保険等の保険が相対的に高い，等々である。

日銀表で，個人部門と Lて一括されている階級・階層は，資本の生産過程や

流通過程で搾取あるいは収奪されている階級であるが，今日，これらの階級・

階層が資金循環勘定で社会全体の，資金の究極的な，主要な貸し手として登場

している意味は口重要である。

(3) 政府部門，公社公団・地方公共団体部門

まず政府部門の内訳からみれば，資金運用部が負債として集中している額は，

郵便貯金約8兆円， 郵便年金・簡易保険が約 2.5兆円， その他ιして一括され

ている，厚生保険・困民年金 国庫余裕金の受託など約6.6兆円で負債額は17

兆円にりぼる。よれを有価証券〔国債，地方債，公社公団公庫債なと〕の保有に 4

兆円あて，貸出金に残りをあてて金融資産保有額も 17兆円である。資金運用部

が大きな金融機関的性格をもち，かっその特徴が，国民の零細な貯蓄を原資と

して，中小企業等へり融資だけでな〈産業基盤の整備等，大企業向けに使用さ

れていることは重要であるu

政府金融機関は運用部からの借入でもって更に貸出しを行なっている。資産

負債残高は資金運用部の半分. 8兆円である。また政府一般部は国債，短期証

券発行を中心に負債5兆円，運用部への預託を中心に資産9兆円宅約4兆円の

資産超過を示している。

政府部門内部の貸借関係を相殺し，政府部門と他部門との取引残高を示す政

府部門合計は，郵便貯金等8兆円，政府発行債権6兆円，郵便年金等2兆円等，

負債17兆円に対1..-.貸出金14兆円，地方債・公社公団債保有 5兆円等，資産20

兆円に達する。
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政府部門の金融機関的性格に対し，公社公団・地方公共団体は，資産2兆円

に対G，負債14兆円，負債超過11兆円という大幅な負債超過を示している。公

社公団が出資金だけでなく債券発行という形で政府部門から資金を借りうけ事

業拡張につぎとんでいること，お上び地方自治体が財政の赤字を地方債の発行

借入金依存でやりくりしている ζ と，この体質の異なっている両者が，資金循

環パタ -yの類似性という ζとで一括されている。

(4) 金融機関

資金循環勘定においては，金融機関は資産と負債が同額になるよう作成され

ている。金融機関はしたがって，その他の部門聞の金融取引を媒介するものと

して位置づけられている。そのかぎりでの特徴を要約すれば次の諸点である。

①日本銀行は，国債・政府短期証券などの保有， 日銀貸出金などの資産保有 6

兆円とひきかえに日銀券発行という形で資金6兆円を市中金融機関に供給〔負

債〕している。②市中金融機関においては，銀行部門が金融取引の大部分を集

中していること。預金の63.7%，貸出金の56.5%を，更に有価証券保有の50.8%，

金融債などの有価証券発行の66.1%を占めていることである。金融資産負債残

高では57%を占めて，金融取引の集中力をものがたつ℃いる。③この銀行部門

は，いわゆる全国銀行〔都而銀行・地方銀行・長期信用銀行・信託銀行〉の勘定を統

合したものであるが，主要な資産項目である貸出金の貸出先とあわせてみれば

この部門のもつ階級的役割は一層明瞭になる。日銀表の作成資料である『経済

統計月報~ (日銀〕の同じ昭和46年 3月末での 120表全同銀行銀行勘定業種別貸

出残高」叫によれば， この銀行部門の貸出先数のうち資本金5ρ∞万円以上の企

業数は2.2%であるが，貸出総残高約41兆円に占めるその比率は約28兆円で67.6

%にのぼっている。法人企業部門の再分割表による資本金5，0∞万円以上の大

.中企業の借入金35兆円の78%がよの銀行部門によってまかなわれていること

になる。他方，この銀行部門に流れこむ預金の内訳は， ~預金者別預金統計調

査~14) (日銀，昭和46年3月末)によれば， 総額約43兆円のうち，一般法人が22兆

13)，14).15) 日銀「経済統計月報J1971年5月号。
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円で全体の51.7%. 個人は約16兆円で全体の36.7%である。一般法人のうち，

大ー中企業の預金の占める比率は更に小さくなることが考えられる。④大企業

等への貸出と他の手段での資金の集中という役割を担っているのが，保険部門

と信託部門である。資産負債残高はそれぞれ6兆円 7兆円で，市中金融部門

全体に占める割合も7.3%.8.1%と無視できない。先の『経済統音|月報.J121表

全国銀行信託勘定業種別貸出残高」叫によれば， 信託部門の貸出残高5.4兆円の

うち4.9兆円， その91%が，貸出先数にして5.4%を占めているにすぎない資本

金 5.000万円以上の大・中企業に貸し出されている。⑤乙うしてみると， 金融

部門のうち，銀行部門の貸出金の約B割，保険部門と信託部門の貸出金の約9

割が大・中企業に集中していることになるが， 法人企業総数にして98.4%と多

数を占めている小企業や個人企業・農業・世帯へ貸出している部門は，金融部

門では，概していえば，残りの中小企業金融機関と農林水産金融機関というこ

とになる。この場合でも.これらの金融機関の資金コストの相対的高さ等によ

る営業業績の相対的低さをカハーしようと，銀行へのコール・ローン，大企業

への貸出(農協の大企業融資〕等の資産運用を行なっており，経営と産業の必要

な発展のための資金需要に応えられているかどうかは疑問である。この中小企

業金融機関と農林水産金融機閣の資産負債所有額は市中金融機関全体の 21.4%.

10.3%である。

以上のことをまとめると次のようになる。 (1)社会全体からみれば，資金の最

終的な主要な貸し手は，労働者階級，農業・商工サーピス業等の自営業者層，

等である。日銀表百個人部門として一括され，資金の貸し手と特徴づけられて

いる 11固人」の階級的内容はその大部分が被支配暗級なのであるの他方，社会

全体からみた資金の最終的な主要な借り手は，法人企業，特に大企業であるロ

マノレFスは 1産業資本家の資本は彼自身によって『貯蓄」されるのではなし

彼は自分の資本の大きさに比例して他人の貯蓄を自由に使うのである。 単

に利潤が他人の労働の取得であるだけではなく，この他人の労働を動かし搾取
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するための資本も他人の所有物から成っている…・・J16l とのべているが， 今日

では r他人の労働を動かし搾取するための資本」は，被支配階級自身の所有

物から成っている。次節ではこの関係がより明瞭に展開されるであろう。 (2)こ

のような今日の段階に特徴的な資金の流れに大銀行の果たす役割が大きいとい

う乙とである。銀行についてマルクスは「一面では貨幣資本の集中，貸L手の

集中を表わし，他面では借り手の集中を表わしている。j町「彼らは貨幣資本の

一般的な管理者になる。」聞とのべながら，その貸付資本の配分が「生産手段の

一般的な配分の形態J191を与えると指摘している。 しかし貨幣資本家が銀行一

般ではなく，産業独占体と融合・癒着した独占的大銀行と Lて表われる資本主

義の独占段階では， レーニンはこの「生産手段の一般的配分」が，内容的には

独占的大企業の利益に合致した「私的配分」叫に転化するとのべている。大企

業への集中的な融資はこの ζ とを実証している。 (3)そうした資金の流れをつく

る上で，今日国家の果たす役割も大きくなっている。 r政府の民間部門にたい

してもつ債権と債務はけっ Lて民聞の同一階層にたいするものではない。

政府の対民間債権は主として企業，特に大企業にずこいするものであり，対民間

債務の主安部分は・・・郵便貯金や簡易保険・郵便年金として集められた零細貯

蓄者層の貯蓄である。J21)林栄夫氏は，資金循環勘定の政府部門主分析して ζ う

特徴づけている。 (4)最後に，金融資産負債の所有という乙とで，金融資本によ

る株式所有，融資などをつうじた支配力に留意すべきであるロ資金循環勘定で

はその関係は前面には出てこない。

次節では，金融資産負債の階級別所有関係の意味するものが，実物資産の所

16) Marx， Das Ka~ρ伝al， Bd. III， S. 524，全集25:苦b，649-650ぺージ.
17)， 18) 瓦benda.S. 416.全集25巻 a，506ページa

19) Ebenda， S. 620，全集25巻b，782ベ一三人
20) ，ノ ニソ「帝国主蓋論」第2'雪，固民文庫版， 48'-": ジ.
21) 林栄夫「財政論J前掲， 2回ベージ。なお財政投融資を中むとする国家財政のこうした特徴的

な金融的位格が更に社会資本として現実資本に結実され住民の貧困と支配につながることを示し
たものに宮本憲一『社会資本論』有斐閣1967年。また特に国家に集中される君細な貨幣財産が労
働力を流車川じさせる手段に転化していると指摘したものに池上博『現代資本主義財政論~ 12・15

章6



100 (236) 描 115巻措3号

有関係とあわせて，より詳細に検討されるであろう。

II 資産の階級別所有構造と支E構造

国民貸借対照表町試算

金融資産・負債の蓄積は，資産の所有形態を変えるばかりでなく，現実に支

配し運用している資産と，債権債務を相殺した資産の究極的所有との聞のギャ

ップをも広げる。マルクスは I信用は，個々の資本家に，または資本家と見

なされる人々に，他人の資本や他人D所有にたいする，したがってまた他人の

労働にたし‘する，ある範囲内では絶対的な支配力を与える。自分の資本ではな

〈社会的な資本にたいする支配力は，資本家に社会的労働に丈こいする支配力を

与えるJ22) と述べている。金融資産・負債の蓄積が各階級の資産所有の形態を

いかに変えたか，また，資本家が自己の所有を基礎にいかに社会的労働を支配

しているのかを実証すること.己れが本節の課題である却。

国宮統計で取り扱われる実物資産だけでなく，金融資産・負債をも含めて表

示する形式として， ゴーノレド月ミスR.W. Goldsmith， リプセイR.E. Lip-

sey等によって国民貸借対照表 NationalBalance Sheetの研究がすすめられ

ている制。国民貸借対照表はわが国では経済企画庁の推計が31年度末から35年

度末まで〔部門別貸借対照表は33牛度末〕公表されているが25)， 現在は推計されて

いない。 また，国民勘定体系 (SNA)の改訂作業をすすめている国連でも，国

民貸借対照表についてはいまだ検討中で，結論がでていない。国民貸借対照表

における資産・負債概念とそれを構成する諸項目，それらの評価方法，標準的

22) K. Marx， ebenda， Bd. lII， S. 4日，全集25巻a，559ベジ。
23) この視角から実証分析を試みたものに，宮崎義一，国富構造からみた日本経済， r戦撞日本町

経済機構」補論I.昭和:41年。民は企画庁推計に依拠され，佃人部門の内部の検討がないこと，
土地につい亡ふれておられないこと等の問題を感じるが，本節の視角は氏から学ぶものが大きか

--つ，-.
24) R. W. Goldsmith， R. E. Lipsey，品切diesin the National Balance Sheet of the United 

Statどん Vol.1， 2， 1963 etc 
25) 経済企画庁「国民所得白書，昭和33年度版J昭和3!1年。
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表示形式が確定されていないのである。

インフレ ショソの階級別の影響をさぐるという本稿の日的からは，必要と

されるのはいわゆる「財産」としての資産であり負債である。したがって，実

物資産であっても現行国富統計における「国富」とは異り，また，表示形式は

同一であれ，企業会計における貸借対照表とも具る。現行国富統計では国富は

再生産可能資産から構成されており，土地・天然資源は除かれている正国富を

「蓄積された対象化された過去労働の総体J2ol と定義すれば， 当然のことなが

ら土地・天然資源は除かれる。しかしながら我々の資産概念からは，土地所有

は資産所有の重要なー形態であって無視できない。逆に，現行国富統計では家

計資産に食器から衣類までが半耐久財として含められているが，我々の目的か

らは除かれる。また，企業会計においては，資産は費用ないし用役可能性とじ

て「企業利益算定のための基本的計算要素として論理化された概念にほかなら

ない」町。企業会計における資産， とりわけ固定資庄は， 企業および政府り利

潤確保の政策によ勺て左右され，実態とはほど速い評価額になっている。国富

統計では国富は再調達価格く取得価格×物咽倍率×残価率〕で評価されており，再

生産可能資産についてはこれが用いられるべきである。また土地についても

企業会計では取得価格が計上されており，膨大な含み資産がか〈されているが，

国民貸借対照表では時価評価されるべきである。

こう Ltこ観点から試算したものが第2表(土地除く)，第3表(土地含む)であ

るお)。まず資産の所有形態だが，実物資産と金融資産の関連を， ゴーノレドスミ

26) 山田喜志夫「再生産と国民所得の理論」昭和".，年， 309..-!一九
27) 角瀬保雄，他「マルクス会計学」昭和44年， 151ベージ。
28) 第2衰の推計方法と注は以下のとおり。

①法人企業の有形資産は「法人資産調査」の全産業計から金融 保険・不動産業を除き. r法人
企業庇計」の不動産業の有静固定資産及びたな師資産を加えた，@金融機関の有帯固定資産は
「法人資産調査J百金酪 保険ー不動産業から，前記不動産業の有形資産を除いた，@したがっ
て法人企業，金融機関の有形資産額はやや不正確である.④労働晴世帯の有静資産額ば「家計資
産調査J0)労働者世帯に独身勤骨者Eび無職を加えたものである.⑤個人企業主世帯の有形資産
額は「家計費産調査」の個人臣営者世帯，自由業者，その他の合計である。骨民間非営利団体の
有形賢産額に宗教法人は入っτいない.①有形資産のうち公有物はのぞかれている a 直金融費産
ー負債の推許については第，">注審問。申日韓貸出 借入は相殺されているロ嘩個人部門計，法
人部門計の金融資産負債額は日銀衰の数字であり，各部門の合計額とはあわないa
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第 2表部門別貸借

帯労働者世 者法世人経帯蛍 臨業| 農林漁家 個人企業I利民団間体非蛍

有形資産 ω 14，506.2 1，268.9 4，817.6 12，142.7 6，318.9 6，784.5 

住 宅 7，303.1 706.3 2，613.4 4，319.7 467.1 

住宅外建造物 1，505.2 4，567.8 

その他，有形固定資産 2，533.3 1，555.4 1，279.2 

耐久家財 7，203.1 562.6 2，204.2 2，164.9 

たな卸資産 1，619.6 2，212.3 470.4 

金融資産但) 23，291.2 5，789.7 8，802.3 7，583.8 4，516.8 7，387，6 

現金・預金・信託・保険 20，220.0 3，754.8 7，851.7 7，081.7 2，810.5 7，243.2 

有価証券 3，071.2 2，034.9 950.6 394.6 1，111.1 

企業信用 107.5 1，706.3 

貸 出 金

出 資 金

そ り {也

資産合計(叫 37，797.4 7，058.6 13，6199 19，726.5 10，835.7 14，172.1 

負 債

借 F、 金 1，523.9 711.0 1.818.7 1.209.6 2，294.2 2，170.5 

現金・預金・信託・保険

企業信用 373.3 8.5 84.4 21~.8 1，972.0 

有価IDf券

出 資 金

そ 白 他

負債合計 (D) 1，897.2 719.5 1，903.1 1，429.4 4，266.2 2，170.5 

純資産CE=Cー D) 35，900.2 6，339.1 11，716.8 18，297.1 6，569.5 12，口日1.6

金融連関比率 B/A 1.61 4.56 1.83 0.62 0.71 1.09 

純資産比率 E/A 2.47 5.00 2.43 1.59 1.04 1.77 

有形資産構成比(%) 11.25 0.98 3.74 9.42 4.90 5.26 

純資産構成比C%) 27.84 4.91 9団 14.19 5.09 9.31 

費料経済企画庁「昭和45年国富調査結果甲概要」
向上 「昭和45年国富調査報告第4巻法人資産調査報告」
向上，品理府統計局「向上，第6巻家計資産調査報告」

日本銀行「資金循環勘定」
大蔵省「法人企業統計J
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対照 表時試算 (1) 単位 10億円〉

岳部門居間EF|法伊|金融機関liiF[政府 i合 計

45，838.8 30，396.4 28，321.0 58，717.4 538.1 20，762.0 3，112.5 128，968.8 

1，588.5 175.2 

14，097.5 1，259.8 

5，367.9 4，432.7 448.7 

12，134.8 

4，302.3 643.3 1，228.8 

70，524.8 33，191.8 39，130.2 83，292.1 89，623.4 2，210 20，344.6 265，999.0 

58，432.4 7，413.4 13，516.7 26，157.5 840.3 1，830.0 549.9 

9，918.7 6，558.3 2，997.5 4，087.5 15，868.5 84.7 4，651.4 

19，220.1 22，616.0 51，764.6 

500.8 72，914.6 14，103.8 

883.8 181.5 406.7 109.2 290.4 

1，226.9 600.2 2，951.3 190.2 749.1 

116，353.6 63，588.2 67，451.2 142，009.5 90，161.5 22，976.1 23，457.1 394，967.8 

18，777.0 24，863.1 26，274.9 62，544.7 65.6 6，131.9 

77，601.2 10，597.1 

11，184.6 16，489.1 29，241.3 40，580.0 

9，470.1 4，330.4 12，306.3 8，598.6 7，112.4 6，083.4 

684.6 406.7 373.6 

2，915.3 

29，961.6 50，822.3 59，846.6 116，115.6 89，623.4 13，617.9 16，680.5 265，999.0 

86，392.0 12，765，9 7，604.6 25，893.9 538.1 9，358.2 6，776.6 128，968.8 

1.54 
(0l 5059 〕 〈01.3588〕 (017422 〉

166.56 0.11 6.54 2.06 

1.88 0.42 0.27 0.44 1.0 0.45 2.18 1.00 

35.54 23.57 21.96 45.53 0.42 16.10 2.41 100.00 

66.99 9.90 5.90 20.08 0.42 7.26 5.25 100.00 

注) ( は企業信用を相殺したも白.
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第 3表部門別貸借対照表白試算 (2)
19m年(単位 10億円)

法 人 非農林個人 農 家

資 産 1負 債 資 産|負 債 資 産|負 債

有 形 資 産 59，255.5 26，911.6 12，142.7 

土 地 13，323.4 22，642.6 6，016.7 

金融資産・負債 83，292.1 116，115.6 55，553.4 26，361.7 7，583.8 1，429.4 

純 資 産 39，755.4 78，745.9 24，313.8 

資産・負債合計 155，871.0 155，871.0 105，107.6 105，107.6 2G，743.2 25，/:，43.2 

金融連関比率 1.1510.59) 1.12 0.42 

純資産比率 0.55 1.59 1.34 

注〕個人には非古利団体を含まない。法人のうち金融機関の金融資産負債は除外している a

資料自治省「固定資産申価格等の闘要調書J45年.

λに従って金融連関比率五nancialinterrelations ratioを用いて検討してみよう。

階級別の金融連関比率から明らかな ζ とは次の 3点である。第 1，労働者世帯

を始め家計部門で金融資産の比率が高い。第 2，農業，個人企業，法人など企

業部門では実物資崖の比率が高く，家計部門と対照的である。法人部門で比較

的金融連関比率が高くて亡いるのは企業信用主全額含めているためで，企業信

用の債権債務を相殺すれば0.72となって， 実物資産の比率が高〈なる。法人内

部では資本金10億円以上り大企業が相対的に実物資産の比率が高い。第 3，政

府部門では，公共企業及び地方公共団体が実物資産申比率が圧倒的に高いのに

比L，中央政府は，政府系金融機関，資金運用部を含めているため，金融資産

の比率が雪わめて高い。今日，中央政府は資産構造から見る限り金融機関的性

格を強めているといえよう。

土地を含めれば，当然金融連関比率は下るが，企業信用主相殺すれば法人は

0.59，非農林個人は1.12であり.基本的傾向に変りがない。

これを企厨庁推計の33年度と比較すれば〔土地を除く)， 全部門合計で1.20か

ら2.06，個人部門合計で1.00から1.54，法人部門で0.93から1.42(企業信用相殺す

れば0.59から0.72)，政府部門で0.75から0.94，金融機関で36.22から166.56と全部
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門での金融資産の蓄積がめだっ。これは「高度成長」期の信用膨張を物語るも

のにはかならないが，金融機関の急成長とともに，個人部門での金融資産自比

率増大が注目される。 33年度企画庁推計では個人部門内部の構成がわからない

が，個人部門における労働者世帯の比重から見れば，労働者階級が白己の労働

の成果を金融資産の形態で保持する傾向を示しているといえよう。

つぎに，資産から負債をのぞいた純資産に示される各部門・各階級の究極の

所有部分と実物資産に示される現実の支配部分とのギャップを純資産率を用い

て検討してみよう。階級別純資産率から明らかなことは次の 3点である。第 1，

労働者階級は純資産率2.47， 純資産総額の28%を所有しながら現実には11%し

か支配していない。個人部門全体では純資産率1.88，67%を所有しながら36%

しか支配していない。第 2，逆に法人部門は純資産率0.44， 20%の所有で46%

を支配している。法人内部では大企業に比し中小企業の純資産率がかなり低く，

中小企業の資本過少を示している。第 3，政府部門では，公共企業，地方公共

団体で低く，中央政府で高い。政府部門全体では0.67であり，所有部分より支

阻部分が大きい。

つまり，究極的には個人部門に属する40兆円余の資産が現実には法人部門に

33兆円政府で 7兆円それぞれ支配されていることを意旅する。土地を含めても

この関係は変らない。法人部門が所有資産の 2倍以上を支配しているという事

実は所有する資本そむものは，もはや信用としサ上部建築のための基礎に

なるだけである」甜というマルクスの指摘を実証する。

これを33年と比較しよう。法人部門は純資産の 6.5倍化という高蓄積を行い

つつ，同じテ Y ポで支四日する資産額も増大させているの一方個人部門は純資産

は5倍化したが， 支配部分は4.5倍化しただけで， 自己労働のますます多くを

他人に支配されていっている。 また政府部門は純資産の 2.5倍化に対して支配

部分を3.5倍化しており，信用を通じて資産の支配を広げている。

以上のような，資産所有形態の階級別相異，階級聞の所有と支配のギヤ少プ

~9) K. Marx， ebenda. S. 455，前出， 559ベージー
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を基礎に，イ Y フレーションは各階級に異った影響を与えるのである。

111 社会階級別にみた貯蓄減価と債務者利得の試算

次に1， IIであきらかにされたような階級別の資産の所有構造のもとで，

昭和45~49年に起ったような貨幣価値の下落 fインフレーシ a ン〉がおきれば，

各階級ごとにどのような影響がともなうかをみてみよう。まず乙の問題に関す

る今までの研究の成果の検討からはじめる。

昭和49年版「国民生活白書」における「試算」の検討

いわゆる「狂乱物価」以後，貯蓄減価と債務者利得に関していろいろの試算

が出はじめている。それらのうちで経済企画庁昭和49年版「国民生活白書」叫

は金融・実物両面を視野において， しかも世帯類型lJrJ(勤労者所得 5分位階級

別，商人職人，個人経営者，法メ経営者〉に試算されている等，今までの研究のう

ちではもっともまとまったものであると言えそうである。

「白書」の試算のきししめしていることのうちには，勤労者について所得階

級別にみて貯蓄の減価率は低所得階級ほど大きい等，注目すべき点もあるが，

結論的に言われ1いることは，すべての類型の世常が金融資産〔株式を含む)の

実質価値り減少を上まわる土地住宅等の実質価値の増加のため実質的利益をえ

ているということである。例えば勤労者世帯では昭和47年末から48年末の一年

間において金融資産(株式を含む〉白実質価値の減少が20万2千円であるのに対

して土地住宅の実質評価額の増加は105万3千円であり，差し引きして資産企体

とLて85方1千円増大していることになっている。商人職人，個人経営者， 法

人経営者についても額の多少はあるが資産全体としては増大していることは共

通している。このようにすべての類型の世帯が実質的利益をえているという ζ

とは我々の生活実感からはほどとおい結論であるし，少し考えてみてもインフ

30) 例えばζζで検討する「国民生活白書」以外では高調賀義博，貯蓄減価の実態とその対策.
「経済評論J1974年10月号，貝唐啓明. -1γ フ νで進む所持宮の不平等I~. ，東洋経済J1074 

年8月17日号.，日経ピシネスJ1974年6月24日号等々 .



資産の所有構造とインフレーシzνの階組別影響 (243) 107 

レーション(貨幣価値の下落〉によってすべてのものが利益をえるなどというこ

とがあろうはずがない。

どうしてこういラ結果になるのであろうか，この試算の意味している ζ とを

検討するために，まず「白書」の言う土地住宅等の「実質評価額の増加」とい

うことから考えてみ上う U これは「資産価格の値上りによる資産評価額の増加

を消費者物価の上昇で割ヲlいた実質額JCi白書Jllページ)ということである。

この場合まず問題となるのは資産評価額を実質化するのにデフレーターとし

てなぜ消費者物価指数を使用するのかということである。資産の価額を実質化

するのであれば，資産の価格の上昇率でデフレートすべきであり，土地住宅に

ついては土地住宅の価格上昇率でデフレートするのが正しいと思われる。そう

すれば「資産の実質評価額の増加」などというカテゴリ は存在しなくなる。

そのうえ現実の生活の中で考えてみると日常使用している土地住宅等の価格

がどんなに上昇したとしてもそれを所有している者(=それを使用している者)に

はなんら利益があるわけではない。 G-W-G'の運動中 (G-W以後 W-G

以前〉に W の価格が上昇すれば G'はより大きくなり実質的意味がある。し

かし W，-G-W，の運動が終了した後に W，白価格が上昇しても何の意味も

ない。

「白書」の作成者は「価格り上昇した土地住宅を所有している者はその上地

住宅を売ればそ白金で買える日常生活品は今までより多〈なる，その程度を推

計するために消費者物価指数でデフレートしたのであるJ と主張するかも知れ

ないが1-かしその場合は土地住宅の所有者がそれを手離して日常生活品に替

えるという事態を仮定しているのであって，この仮定をも含めて考えるとこの

事態は生t舌の困窮の深まりをこそ意床していても，実質的な利益をえているな

どということを意味しているものでは決してない。消費生活の条件というのは

住宅土地等のストックの条件と日常物資の購入等のフローの条件との両方から

なりたっている。フローの増大こそ究極の目標であるという見地にでも立たな

いかぎり，そのような推計は現実的な意味を持たない。要するに「白書Jがす
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べての類型の世帯がえているとしている「資産の実質評価額の増加」というの

は資産の{耐格評価を実質化するりにデフレーターとして消費者物価指数を使用

するという根拠のない方法をとることにより出来た仮空の観念的な数字にすぎ

ない。

次に企融資産の実質価値の減少額の計算の仕方の方をみてみ上れこれは前

年度末の貯蓄残高に貯蓄利まわりをかけあわせ，それを貯蓄目的物価指数で割

引くという方法で当年度末の実質残高を求め，前年度末の貯蓄残高とこの当年

度末の実質残高との差額を当年度の実質価値の滅少額としている(，白書J79ベ

ージ〉。 しかし貯蓄にある程度の利子がつくというのは貨幣価値の低下があろ

うとなかろうとそれに関係なしにあることである。したがって実質価値の減少

額は前年度末の貯蓄残高との差額ではなしに，前年度末の貯蓄残高に貯蓄利ま

わりをかけあわせたもの(=当年度末。名目貯蓄残高〕と当年度末の実質残高との

差額として求めるのが正しいであろう〔もし利子を減価に対する反対要因と Lて計

算するとしても，インフレ時の利子が平時由利子を上まわる分だけを計算すべきである〕。

「白書」の方法は金融資産の実質価値の減少額を不当に低〈算出することにな

ってし、る。

以上旬検討で「白書」は土地住宅の「実質評価白増加」という実際にはあり

もしないものを計算して，あらゆる世帯が実質的利益を得ているかのようにみ

せかけ，他方で金融資産の実質価値の減少額を過少に算出することによってイ

ンフレーシ言 γによる損害を不当に小さくみせているということになっている

ことがわかった。そのうえ「白書」は金融資産の実質価値の減少の対極として

存在する債務者利得の問題にはふれられていない。次に ζの債務者利得の問題

まで含めて我々の試算手続きについて述べる。

我々の試算の手続き

貨幣価値の下落の孟長ゐ結果としては社会全体の富の総量に変化があるわけ

ではない。したがって一方に損をするものがあるということは他方において利

益をえるものがあるということであり，両者の関係として把握することが事態



資産の所有構造とインフレーショ γの陪級別影響 〈叫5) 1回

第 4友社会F皆級別債務者利得・債権者損失

散，

大 企業 -147，18γ| 231，672 I 84，4田| 以 前 l 712，954 
資本金10億円以上

中資10億本金円企田未冊満業万以上 -73，336 -115，431 42，095 12，877 32，690 

小 企業 120，493 189，656 69，163 860，630 804 
資本"5回0万未満

個 人企業 2，506 3，944 1，438 3，457，129 4 

商世工自営業者帯 59，486 93，631 -34，145 4，363，795 -78 

農 家世帯 57，598 90，659 -33，061 3，644，445 -91 

労働者世帯 183，228 288，401 -105.173 21，462，750 49 

法人経営者世帯 30，353 47，776 17，423 838，160 -209 

(注) A~現金預金十信託+保険+企業信用ー借入金〈第 1 表より)
B=Axl.'574 (昭和国年1凹での晒和'"年"月白卸売物価指数う
C~ー (B-A)

D~第 1 表より

E~C+D 

の本質をとらえるうえで重要となる。ここではそれを 1， II で検討してきた

各社会階級の資産の状態の分析を前提に社会階級問の関係と Lて把握する。貨

幣価値の下落の影響を考える場合には資産は突物資産，有価証券，金融資産負

債の三つの種類にわけて考えることができる。実物資産を所有している場合，

貨幣価値の下落が起れば，その名目額が変るだけで実質的に(その価値畳，使用

価値畳〕は変化はなし、31)。有価~券についてもさしあたりは実質的に変化はな

いものとして扱うことができる 3 有価証券は例えば株式については加重株価平

31) 実物資産の全体を考えるとそうであっても，インフレージ zγの過程では実物資産の価格上昇

は不均等に起るものであり，急速に価格上昇する(再胆売君子目的とした〕量輸賢産を所有してい

る者は利益をえ，緩慢にしか上昇しない実物資産を所有しているものは実質的に損をしているこ

とになるわけで，このζ とが階組問にどういう喜多響をおよぼしているかは重要な研究対象となる

りであるが今後の課題として残す.
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均で昭和45年から49年にかけて 123.58円から211.39円に1.7倍に上昇している。

これは一般商品の価格上昇より大きし、。しかし ζ の上昇のうちには株価そのも

のの上昇とインフレー γ 宮ンによる膨張との両方が含められていてその区別は

判然としないn イY フレーション以外の理由による株価上昇〈これはインフレー

ションがあろうとなかろうと起った)の上にちょうど貨幣価値の下落分だけ膨張し

て上のような結果になったと仮定すれば株式を所有していたものはイ Yフレー

ショ Y によっては損得はなしと考えることができる。金融資産負債の場合には

債務者利得と債権者損失が発生する乙とは明瞭である。

金融資産負債とはここでは「金融資産負債残高表」における現金預金，信託，

保険，貸出金借入金，企業信用の項目である。ここで発生する債務者利得，債

権者損失は第 4表のように計算される。ここでの一番大きな問題点は昭和45年

貨幣価値での評価を昭和49年貨幣価値での評価にかえる換算率〔インフレ タ

ー〉である。 ここでは日銀の卸売物価指数によった。我々の目的から言ってこ

れを使用することにはL、ろいろの問題点がある。第一に卸売物価指数には土地，

建物等の価格上昇は反映されていなし、。資金を貸しているもりと資金を借り℃

土地建物等を購入してU、るもりとり関係が重要な問題となっている時には乙れ

ではやはり不充分である。土地・建物等は大きく値上りしており，これを含め

ると換算率はもっと大きな数字となるはずである。第二に卸売物価指数は商品

の価格(卸売価格〉の変化を取引量〔フロー〉によるウ z イトで平均化したもので

あるがここでのように金融資産負債と実物資産というストザグとストックとの

関係が問題となっている時にはこれでよいかどうか。理論的には貨幣取引され

る実物資産の有高(ストック〕をウヱイトにして貨幣価値の下落をはかるべきで

あろう。この点から言っても土地建物の価格が非常に上昇している現在，卸売

物価指数は我々の目的とする換算率よりは低めにでているように思われる。こ

のような問題点はあるがさしあたってこれを利用しておく 32'0

32) こ白点についても今後もっと研究していきたい。「国民生活白書J.高須賀氏等はデフレ タ
として「貯蓄デフ VーターJ([貯蓄目的のシェア]x【その目的を達成するために必要な物資/
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通貨価値減少の階級別影響

階級ごとにみて以下のようなことがいえる内

大企業一一インフレーションによって大企業は膨大な債務者利得(第 4表に

よれば総計で 8兆円，一企業あたりで71億円〉をあげている。 イYフレーショ γが

すすめばすすむほどその利得は大きくなるという立場におかれている。

法人経営者は ζ の大企業かあるいは中小企業の経蛍にたずさわっている者で

あり，この大企業，中小企業の利益を自己の利益としているものであるという

意味でインフレーショ Yは自己の利益となるのであるが，企業の立場を離れて

世帯からみた時でも，資産を有価証券の形で多〈持っていて(第1表参照〕この

点でも労働者とはかなり異なっている。たしかに預金も多しそれが減価する

という点では労働者と同じ立場にあるわけであるが，減価しない形での資産も

多〈持っている点で労働者とは決定的に異なっ℃いるo

中小企莱一一一債務者利得はえていることはえているが大企業の場合のように

膨大なものではない。第1表でみると大企業は7兆4，134億円の現金預金に対し

て24兆8，631億円の借入金で3.4倍も借りているのに対し， 中小企業は13兆5，167

億円の現金預金に対してお兆2，749億円の借入金で1.9倍しか借りられていない

という金融のし〈みがこの差をつ〈りだしている。

商工自営業者一一J 資本家的企業とは反対に利益をえるどころか，大きな損失

をこうむっている。

農民一一一世帯あたりでみると労働者や商工自営業者よりも大きな損失を乙

うむっている。農民から集められた資金が農民の生活や経営のためにはわずか

しか使えないという金融のしくみがこういう結果を生み出し℃いるのである。

/サ ビ"ifJ価陥上昇率〕を全貯蓄目的について集計しようとするもの)を独自に計算して使用
している.前記「日経ビジネス」では企業白債務者利潤についてはGNPデフνーター，個人の
航空若者損失については消費者物価指数を用いている。我々 は客観価値説にもとづいt貨幣価継は
客観的に存在するという立場から，債務者利得を計算する場合と債権者損失を計算する場合との
換算率は同 に1.-，社会全体でみた場合には債務者利骨の総額と債権者損失の輯額は周ーになる
ように計算するのがよいk考えていて，そうし、弓守掛から独自のデフレーターを考えたかったが
はたせなかった b
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労働者一一←一世帯あたりでみても損失は大きなものであるし，総額でみると

非常に膨大なものである。大企業のイ Y フレ利得の最も犬舎な源泉ほここにあ

るといえる。

また第 1表をみると金融機関も「貸し」よりー借り」が多く，千 Y フレ シ

ヨ Yにより有利になる立場にある。

J. M ケインズは投資家階級 InvestingCla民企業家階級 BusinessClass， 

労働者階級 WorkingClass という三階級を考え，緩慢なインプレーションは

企業家階級と労働者階級に利益をもたらすと説いたが， 日本の現実をみると，

イyフレーショ Yは緩慢なものであれ，急激なものであれ，大企業の人民に対

する収奪という結果しかもたらさないということは，以上の結果から明白であ

る。 (1975年 1月10日脱稿〕

追記執筆分担は次のとおり。 Iー土居， II一川口， 1II-果。


